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概要： 

 鳴瀬川堤防では，既往の大規模地震において深刻な被害が繰返し発生している．そこで本研究では，先

行研究により得られた推定地震動の分布に基づいて，推定地震動による指標値と被災実績の関係について

統計的な分析を行い，堤防道路の被害関数となるフラジリティカーブを構築した．その結果，河川堤防に

おいて車両走行に支障のある被害を生じ始めるのは，気象庁計測震度で4.6～4.7程度となった． 
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1.  はじめに 

 

 河川堤防の天端部分を道路として利用する堤防道路が

全国各地に存在し，幹線道路の混雑緩和などの補完道路

として重要な役割を果たしている．豪雨災害の際に冠水

した周辺道路を補完する機能を有しているほか，津波災

害時に周囲より高い堤防道路が緊急車両等の通行機能を

確保する上で非常に重要な役割を果たすと想定される．

今後は，大規模地震時における堤防道路の通行機能を確

保するという観点からも，河川堤防の地震対策を進めて

いく必要がある．堤防道路の通行機能の確保を視野に対

策を進めることは，止水性そのもの向上にも寄与するも

のと考えられる． 

 既往の研究1)-4)では，堤防道路以外の一般的な道路盛

土を対象として，通行機能の観点から地震動強さと被災

確率の関係(フラジリティカーブ)が評価されている．し

かしながら，河川堤防は一般の盛土と異なり，地下水位

が高い上に堤体やその基礎地盤に砂質土を含む場合が多

く，地震時に液状化を起こす事例が多い．従って，堤防

道路の通行機能に着目したフラジリティカーブについて

は，一般的な道路盛土とは別個に検討する必要がある． 

上述した背景を踏まえ，本稿では，既往の大規模地震

の被災・無被災実績に基づいて堤防道路のフラジリティ

カーブを評価した結果について報告する．具体的には，

まず，1978 年宮城県沖地震(MJ7.4)，2003 年宮城県北部

の地震(MJ6.4)，2011 年東北地方太平洋沖地震(MW9.0) 

(以後，対象 3地震と呼ぶ)による被害が繰返し発生して

いる宮城県・鳴瀬川堤防 5),6),7)を検討対象として取り上げ，

鳴瀬川堤防沿いの推定地震動に基づいて気象庁計測震度

の計算を実行するとともに，被災実績の有無についても

整理を行った．そして，気象庁計測震度と被災実績の関

係に着目したフラジリティカーブを構築し，通行機能に

関する議論を行った． 

 

 

2.  地震動強さと被災実績 

 

著者ら8)は，鳴瀬川堤防沿いにおける左岸ならびに右

岸の11k～31kを検討対象(以後，対象区間と呼ぶ)として，

現地において臨時地震観測および常時微動計測を実施し，

得られた結果に基づいて対象3地震による地震動を約

500m間隔ごとに推定している．図-1は，地震動強さの指

標の一つである気象庁計測震度を推定地震動に基づいて

計算した結果を各対象地震について500m間隔ごとに示

したものである．図-1に示すとおり，対象地震によって

対象区間の気象庁計測震度の値には大きな違いがあるこ

とがわかる．さらに，同じ対象地震においても対象区間

内での伝播経路特性およびサイト特性の差異に起因して，

気象庁計測震度9)の値に有意な差異が確認できる． 

本検討では，対象区間内での対象3地震における河川

堤防の被災実績に関する既存資料5),6),7)等に基づいて被災

実績の有無について整理を行った．被災実績の有無の整 
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理(判断)は，車両の通行機能に主眼をおいた河川堤防の

フラジリティカーブの構築を目指していることを考慮し，

鳴瀬川堤防の縦断測量等の結果(約100～200m間隔)に基

づく対象3地震の発生前後での標高差(以後，沈下量と呼

ぶ)と，人工段差道路での車両走行実験結果10)に基づく

耐震性能の評価基準例を比較することによって実施した．

具体的には，耐震性能ランク3(応急復旧はやや時間を要

し，また規制速度下の通行機能の確保も困難であるため

通行止めが必要となるランク10),11))の中間値である段差

37.5cmを判断基準値として，堤体天端の沈下量が37.5cm

以上であれば被災有，37.5cm未満であれば被災無と地震

動評価地点(左岸・右岸で計80地点：図-1参照)ごとにそ

れぞれ判断した．ここに，沈下と段差は異なる概念であ

るが，堤体において沈下が生じた部分と生じなかった部

分が互いに近接していれば，沈下量と段差が互いに近い

値となることを勘案している． 

図-2には，0もしくは1の二価関数を用いて整理した対

象3地震による対象区間内での被災実績の分布を示す．

ここに，堤体天端の沈下量が37.5cm以上の場合は1，沈

下量が37.5cm未満の場合は0となる．すなわち，地震動

評価地点(図-1参照)を中間点とし，その前後の約250mの

範囲内における沈下量の最大値に基づいて二価関数によ

り整理した．なお，1978年宮城県沖地震による被災実績

では，対象区間内の一部において縦断測量に基づく沈下

量が得られていないため，既存資料等で被災が報告され

ている区間を被災有と判断した．図-2に示すとおり，

2011年東北地方太平洋沖地震では対象区間のほぼ全域に

わたって1.0(被災有)と判断されているのに対し，1978年

宮城県沖地震および2003年宮城県北部の地震では1.0(被

災有)の範囲が局所的である．すなわち，上述した気象

庁計測震度の分布(図-1参照)と同様に，被災実績の分布

(図-2参照)についても，対象3地震ごとに大きく異なっ

ているのが読み取れる． 

 

 
3.  被害率の評価 

 

 図-3は，フラジリティカーブの構築に先立ち計算した

被害率11),12)の分布を気象庁計測震度についてプロットし

たものである．ここに，被害率12)は，以下に示す手順で

計算した．まず，被災実績の有無(0または1)と，それに

対応する気象庁計測震度のデータ(データ数は，[i]各対

象地震のケースでは80(=地震動評価地点の総数80×対象

地震の数1)，[ii]全対象3地震のケースでは240(=地震動

評価地点の総数80×対象地震の数3)となる)を気象庁計測

震度の値の小さい順に並び替えた．次に，並び替えたデ

ータを気象庁計測震度の値が小さい順に順次20データず 
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(a) 1978年宮城県沖地震 
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(b) 2003年宮城県北部の地震 
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(c) 2011年東北地方太平洋沖地震 

図-1 気象庁計測震度の分布 

 

つ取っていった．最後に，20データごとに被害率(被災

有と判断した数/地点数(=20))，ならびに対応する気象

庁計測震度の平均値を算出した．よって本検討では，被

害率のデータは計12個作成されることになり，1つの被 
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(a) 1978年宮城県沖地震 
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(b) 2003年宮城県北部の地震 
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(c) 2011年東北地方太平洋沖地震 

図-2 二価関数による堤防被災の有無の分布 

 

害率に20地点分(約10kmの堤防延長に相当)の堤防データ

が含まれていることになる． 

 図-3に示すように，全対象3地震のケースに対して正

の相関が確認できる．さらに，気象庁計測震度の値が小 
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図-3 気象庁計測震度に対する被害率の分布 

 

～中程度のレンジは1978年宮城県沖地震と2003年宮城県

北部の地震，大きいレンジは2011年東北地方太平洋沖地

震のデータに被害率が依存しているのが読み取れる． 

 

 

4.  フラジリティカーブの評価 

 

 河川堤防などの盛土構造物は，地震動特性に依存した

固有の挙動(地震応答)を示し，その評価は地震動の推定

誤差を含め様々な不確定性を伴う．一方で，河川堤防が

有している耐震性能も地盤強度のばらつき，築堤履歴・

基礎地盤の違いなどから，確定的に示すことはできない．

信頼性理論では，上述した挙動および性能を地震動の大

きさを指標とした確率変数とし，挙動が性能を超える確

率として構造物の脆弱性を記述している．フラジリティ

カーブは，地震動の大きさを条件とした損傷確率を与え

る一価関数であり，上記の考えに基づいて評価される．

ここでは，河川堤防の地震時挙動Rおよび性能(耐力)C

ともに対数正規分布を仮定し，R（rm，ζr）およびC（cm，

ζc）とそれぞれ定義する．ここに，rmおよびcmは中央値，

ζrおよびζcは対数標準偏差である．被災確率Pは挙動が性

能を超える確率として次式で定義される． 

   0.1 XPRCPPf
           (1) 

ここに，XはC/Rである．双方が互いに独立であるとす

ると，Xについても同様に対数正規分布となる．そして，

Z=X・rmによる変数変換を行い，0からrmまで積分をする

と，地震動による挙動の中央値rmによる条件付き被災確

率FZ(rm)が次式のように求められる． 
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ここに，対数標準偏差ζは，挙動と性能の対数標準偏差ζr，

ζcの合成値であり，次式を用いて表わされる． 

22
cr                    (3) 
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 フラジリティカーブは，rmを条件とした一価関数とし

て，(2)式から求められる．ここで，挙動と性能の確率

分布のパラメータは計4つであるが，フラジリティカー

ブを得るためには挙動の中央値以外は既知として与えな

ければならない．本検討では，最尤法により，対数標準

偏差ζおよび性能の中央値cmを河川堤防の地震被災実績

から統計的に推定する．尤度関数は下式で示される． 

       ii q
miZ

n

i

q
miZmi rFrFrL 



 1

1

1         (4) 

ここに，nはサンプル数，qiは被災していた場合は1，そ

うでない場合は0をとる二価関数である．cmおよびζは，

それぞれ(4)式より求められる尤度を最大とする値とし

て求められる． 

 図-4は，全対象3地震の被災実績(同図中の〇で示され

ている0もしくは1で表される二価関数)を用い，最尤法

によりフラジリティカーブを統計評価した結果である．

なお，図-4には，全対象3地震のケースにおける被害率

(図-3参照)についても併記している．図-4に示すように，

フラジリティカーブと被害率の分布が概ね調和的である

ことから，評価したフラジリティカーブは被災実績を概

ね説明できていると判断する． 

ここで，フラジリティカーブに採用する地震動指標と

しては，実被害をよく説明できるだけでなく実用的であ

ることが求められる．国土交通省の河川・道路等施設の

地震計(もしくは震度計)ネットワーク13),14)などでは，即

時公開される地震動指標値として，気象庁計測震度9)な

どがあることから本研究成果が利活用できる可能性が高

い．図-4について更に考察すると，気象庁計測震度の値

が4.6～4.7の時に被災確率が5%となる(気象庁計測震度の

値が4.6～4.7の時にフラジリティカーブの立ち上がりが

確認できる)．一方で，高速道路盛土のフラジリティカ

ーブ15)において車両の走行に支障のある被害が生じ始め

る気象庁計測震度の値(フラジリティカーブが立ち上が

り始める際の気象庁計測震度の値)は，被害率が0.05～

0.1件/kmの時に5.1～5.2と報告されている．両者(河川堤 
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図-4 堤防道路の通行機能に着目したフラジリティカーブ 

防での値(気象庁計測震度：4.6～4.7)と高速道路盛土で

の値(気象庁計測震度：5.1～5.2))を比較すると，高速道

路盛土よりも河川堤防(堤防道路)のほうが小さな地震動

の作用により，車両の走行に支障のある被害が生じ始め

るという結果が得られた． 

 
 
5.  まとめ 

 

 本稿では，既往の大規模地震(1978年宮城県沖地震，

2003年宮城県北部の地震，2011年東北地方太平洋沖地

震)において繰り返し被害を受けている鳴瀬川堤防を対

象に，気象庁計測震度と被災実績との関係について基礎

的な統計解析を行うことで，河川堤防(堤防道路)の通行

機能に着目したフラジリティカーブを構築した． 

その結果，河川堤防(堤防道路)において車両の走行に

支障のある被害を生じ始める気象庁計測震度は4.6～4.7

程度となり，既往研究による高速道路盛土における計測

震度の値(5.1～5.2)よりも小さな値となった．本検討で

構築されたフラジリティカーブは，河川堤防(堤防道路)

の地震被災の早期把握や通行規制基準の検討などの一助

になることが期待できる． 
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